
 

 ●性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の
増進に関する法律案（超党派案） 

●性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の 
増進に関する法律案（超党派案に対する自公修正案） 

与党修正案（可決されたもの） 

   題名及び本則（第十一条を除く。）中「性同一性」

➡「ジェンダーアイデンティティ」に 

（目的） 第一条 この法律は、全ての国民が、その性的指向又は性自認にかか

わらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重

されるものであるとの理念にのっとり、性的指向及び性自認を理由と

する差別は許されないものであるとの認識の下に、性的指向及び性自

認の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の推進に関し、基

本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の役割等を明らかにすると

ともに、基本計画の策定その他の必要な事項を定めることにより、性

的指向及び性自認の多様性を受け入れる精神を涵(かん)養し、もって

性的指向及び性自認の多様性に寛容な社会の実現に資することを目

的とする。 

第一条 この法律は、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の

理解の増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び

地方公共団体の役割等を明らかにするとともに、基本計画の策定その

他の必要な事項を定めることにより、性的指向及び性同一性の多様性

を受け入れる精神を涵(かん)養し、もって性的指向及び性同一性の多

様性に寛容な社会の実現に資することを目的とする。 

第一条中「法律は」の下に「、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性に関する国民

の理解が必ずしも十分でない現状に鑑み」を加え

る。 

 

（定義） 第二条 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感

情の対象となる性別についての指向をいう。 

２ この法律において「性自認」とは、自己の属する性別について

の認識に関する性同一性の有無又は程度に係る意識をいう。 

第二条 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感情

の対象となる性別についての指向をいう。 

２ この法律において「性同一性」とは、自己の属する性別について

の認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識をいう。 

 

（基本理念） 第三条 性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の増進に

関する施策は、全ての国民が、その性的指向又は性自認にかかわらず、

等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重される

ものであるとの理念にのっとり、性的指向及び性自認を理由とする差

別は許されないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現に資することを旨として行われな

ければならない。 

第三条 性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に

関する施策は、全ての国民が、その性的指向又は性同一性にかかわら

ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され

るものであるとの理念にのっとり、性的指向及び性同一性を理由とす

る不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを旨

として行われなければならない。 

 

（国の役割） 第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）

にのっとり、性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の増進

に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 

第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）

にのっとり、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 

 

（ 地 方 公 共 

団体の役割） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつ

つ、その地域の実情を踏まえ、性的指向及び性自認の多様性に関する

国民の理解の増進に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるも

のとする。 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつ

つ、その地域の実情を踏まえ、性的指向及び性同一性の多様性に関する

国民の理解の増進に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるも

のとする。 

 

（事業主の努

力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指向及び性自認の多様

性に関するその雇用する労働者の理解の増進に関し、普及啓発、就業

環境の整備、相談の機会の確保等を行うことにより性的指向及び性自

認の多様性に関する当該労働者の理解の増進に自ら努めるとともに、

国又は地方公共団体が実施する性的指向及び性自認の多様性に関す

る国民の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指向及び性同一性の多

様性に関するその雇用する労働者の理解の増進に関し、普及啓発、就

業環境の整備、相談の機会の確保等を行うことにより性的指向及び性

同一性の多様性に関する当該労働者の理解の増進に自ら努めるととも

に、国又は地方公共団体が実施する性的指向及び性同一性の多様性に

関する国民の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるものとす

る。 

第六条第二項中「関し」の下に「、家庭及び地域

住民その他の関係者の協力を得つつ」を加える。 



２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定

する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。以下

同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、性的指向及び性同一

性の多様性に関するその設置する学校の児童、生徒又は学生（以

下この項及び第十条第三項において「児童等」という。）の理解

の増進に関し、教育又は啓発、教育環境の整備、相談の機会の確

保等を行うことにより性的指向及び性同一性の多様性に関する当

該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は地方

公共団体が実施する性的指向及び性同一性の多様性に関する国民

の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（学校の設置

者の努力） 

第七条 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に

規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。以下

同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、性的指向及び性自認の多

様性に関するその設置する学校の児童、生徒又は学生（以下「児童等」

という。）の理解の増進に関し、教育又は啓発、教育環境の整備、相

談の機会の確保等を行うことにより性的指向及び性自認の多様性に

関する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する性的指向及び性自認の多様性に関する国民

の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

  

（施策の実施

の状況の公表） 

第八条 政府は、毎年一回、性的指向及び性自認の多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の実施の状況を公表しなければならな

い。 

第七条 政府は、毎年一回、性的指向及び性同一性の多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の実施の状況を公表しなければならな

い。 

 

（基本計画） 第九条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及び性自認の多様

性に関する国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の

増進に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」とい

う。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解

を増進するための基本的な事項その他必要な事項について定めるも

のとする。 

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めな

ければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったとき

は、遅滞なく、基本計画を公表しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するため必要があると認

めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出その他必要な協

力を求めることができる。 

６ 政府は、性的指向及び性自認の多様性をめぐる情勢の変化を勘

案し、並びに性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね三年ごと

に、基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変

更しなければならない。 

第八条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及び性同一性の多様

性に関する国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増

進に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」とい

う。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解

を増進するための基本的な事項その他必要な事項について定めるもの

とする。 

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、基本計画を公表しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するため必要があると認め

るときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出その他必要な協力を

求めることができる。 

６ 政府は、性的指向及び性同一性の多様性をめぐる情勢の変化を勘

案し、並びに性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね三年ごとに、

基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しな

ければならない。 

 



７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用

する。 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用す

る。 

（調査研究） 

 

第十条 国は、性的指向及び性自認の多様性に関する調査研究その他

の性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の増進に関する

施策の策定に必要な調査研究を推進するものとする。 

（学術研究等） 

第九条 国は、性的指向及び性同一性の多様性に関する学術研究その

他の性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関す

る施策の策定に必要な研究を推進するものとする。 

 

（知識の着実

な普及等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、前条の調査研究の進捗状況を踏

まえつつ、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国

民が、性的指向及び性自認の多様性に関する理解を深めることがで

きるよう、心身の発達に応じた教育及び学習の振興並びに広報活動

等を通じた性的指向及び性自認の多様性に関する知識の着実な普及

のために必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的指向及び性自認の

多様性に関する理解を深めるための情報の提供、研修の実施、普及

啓発その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の児童等に対

し、性的指向及び性自認の多様性に関する理解を深めるための教育

又は啓発その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第十条 国及び地方公共団体は、前条の研究の進捗状況を踏まえつ

つ、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、性

的指向及び性同一性の多様性に関する理解を深めることができるよ

う、心身の発達に応じた教育及び学習の振興並びに広報活動等を通じ

た性的指向及び性同一性の多様性に関する知識の着実な普及、各般の

問題に対応するための相談体制の整備、民間の団体等の自発的な活動

の促進その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的指向及び性同一性の

多様性に関する理解を深めるための情報の提供、研修の実施、普及啓

発、就業環境に関する相談体制の整備その他の必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の児童等に対

し、性的指向及び性同一性の多様性に関する理解を深めるための教育

又は啓発、教育環境に関する相談体制の整備その他の必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

第十条第一項中「、民間の団体等の自発的な活動

の促進」を削り、同条第三項中「ための」を「た

め、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を得

つつ、」に改める。 

（相談体制の

整備等） 

第十二条 国及び地方公共団体は、性的指向及び性自認の多様性に

関する各般の問題に関する相談に的確に応ずるため、相談体制の整

備その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業主は、性的指向及び性自認の多様性に関する理解の増進に

資するよう、その雇用する労働者の就業環境に関し、当該労働者か

らの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備するよう

努めるものとする。 

３ 学校の設置者は、性的指向及び性自認の多様性に関する理解の

増進に資するよう、その設置する学校の児童等の教育環境に関し、

当該児童等又はその保護者からの相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制を整備するよう努めるものとする。 

  

（民間の団体

等の自発的な

活動の促進） 

第十三条 国及び地方公共団体は、事業者、国民又はこれらの者の組

織する民間の団体が自発的に行う性的指向及び性自認の多様性に関

する国民の理解の増進に関する活動が促進されるよう、必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。 

  

（性的指向・性

自認理解増進

連絡会議） 

第十四条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、法務省、外務省、文

部科学省、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関の職員をも

って構成する性的指向・性自認理解増進連絡会議を設け、性的指向及

び性自認の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の総合的

かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うものとする。 

（性的指向・性同一性理解増進連絡会議） 

第十一条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、法務省、外務省、文

部科学省、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関の職員をも

って構成する性的指向・性同一性理解増進連絡会議を設け、性的指向

及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の総合

的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うものとする。 

第十一条の見出しを「（性的指向・ジェンダーア

イデンティティ理解増進連絡会議）」に改め、同

条中「性的指向・性同一性理解増進連絡会議」を

「性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増

進連絡会議」に、「性同一性の」を「ジェンダー

アイデンティティの」に改める。 

 



   本則に次の一条を加える。 

 （措置の実施等に当たっての留意） 

第十二条 この法律に定める措置の実施等に当

たっては、性的指向又はジェンダーアイデンティ

ティにかかわらず、全ての国民が安心して生活す

ることができることとなるよう、留意するものと

する。この場合において、政府は、その運用に必

要な指針を策定するものとする。 

附則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

（検討） 第二条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途と

して、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に

基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

第二条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途と

して、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基

づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

（内閣府設置

法の一部改正） 

第三条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次の

ように改正する。 

第四条第三項第四十五号の次に次の一号を加える。 

四十五の二 性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の増

進に関する基本的な計画（性的指向及び性自認の多様性に関する国

民の理解の増進に関する法律（令和五年法律第▼▼▼号）第九条第

一項に規定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。 

第三条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第四条第三項第四十五号の次に次の一号を加える。 

四十五の二 性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増

進に関する基本的な計画（性的指向及び性同一性の多様性に関する国

民の理解の増進に関する法律（令和五年法律第▼▼▼号）第八条第一

項に規定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。 

附則第三条中「性同一性」を「ジェンダーアイ

デンティティ」に改める。 

 

理 由 全ての国民が、その性的指向又は性自認にかかわらず、等しく基本的

人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであると

の理念にのっとり、性的指向及び性自認を理由とする差別は許されな

いものであるとの認識の下に、性的指向及び性自認の多様性を受け入

れる精神を涵(かん)養し、もって性的指向及び性自認の多様性に寛容

な社会の実現に資するため、性的指向及び性自認の多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに

国及び地方公共団体の役割等を明らかにするとともに、基本計画の策

定その他の必要な事項を定める必要がある。これが、この法律案を提

出する理由である。 

性的指向及び性同一性の多様性を受け入れる精神を涵(かん)養し、も

って性的指向及び性同一性の多様性に寛容な社会の実現に資するた

め、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関す

る施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の役

割等を明らかにするとともに、基本計画の策定その他の必要な事項を

定める必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 

 

衆議院HPより提出された議案を転載 


